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告書龍習い環  平成6年度「定期借地権活用住宅研究会」報  

愛 川 裕  

はじめに  

土地は、国民生活や産業活動に不可欠な基盤であり、現在及び将来における国民の限   

られた資源である。このため、土地に関しては、適正な利用の確保が極めて重要である。  

土地の有効利用にあたっては、必ずしも所有する必要はなく、利用者のこ－ズに応じ   

た形で土地の利用権が確保できればよいと考えられるが、その有効な手段の一つとして、   

平成4年8月に施行された借地借家法において定期借地制度が新たに創設された。   

定期借地制度は、「所有から利用へ」という土地についての国民の意識の転換に応え   

るものであるともに、その普及により、土地基本法に規定された「適正な利用及び計画   

に従った利用」が促進されるものと期待される。   

以上の見地から、財団法人土地総合研究所内に、稲本洋之助東京大学教授を座長とす   

る「定期借地権活用住宅研究会」を設置し、平成6～7年度の2年間研究を行うものと   

した。   

今回は平成6年度「定期借地権活用住宅研究会」報告書の概要を紹介する。  

l 総 論  

1 調査の目的及び方法  

定期借地権を活用した住宅供給は、土地所有者の土地保有志向を充足しっっ、低廉   

な価格での住宅取得を可能とするものであり、新しい住宅供給方式として大きな可能   

性を有している。現在実施されている事業は戸建住宅が中心であるが、マンションが   

都市の居住形態として一般化していること、都心居住推進による豊かな住生活実現の   

重要性等を踏まえれば、今後定期借地権を活用したマンション供給に対する期待も大  

きい。  

本研究会は、定期借地権を活用したマンション供給事業の可能性・あり方、定期借   

地権付住宅供給に係る環境整備に関する研究を行い、定期借地権を活用した住宅供給   

の促進に資することを目的として設置された。  

検討期間は平成6年6月から2年度に亘るものとし、本研究会の下に事業小委員会   

及び流通小委員会を設けて検討を行っている。   
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2 調査の内容   

定期借地権付住宅の供給促進に向けて、「定期借地権活用住宅研究会」において定  

期借地権付マンション供給事業に係る問題を、「定期借地制度研究会」において定期   

借地権設定契約等に係る問題をそれぞれ検討する。   

また、「定期借地権活用住宅研究会」では、平成6年度は、主に定期借地権付マン   

ションについて想定される事業方式の整備、定期借地権付マンションの供給に係る環  

境整備等定期借地権付マンション供給にあたっての諸課題について検討することとし、  

定期借地権付マンションの管理。運営、流通市場の整備等については、平成7年度に   

検討することとしている。  

3 定期借地権の概要   

州 定期借地制度の概要  

平成3年の新しい借地借家法の制定（平成4年8月施行）において、 定期借地制   

度が創設された。広い意味での定期借地には定期借地権、建物譲渡特約付借地権、   

事業用借地権の3つの類型があり、このうち借地借家法第22条による存続期間50年   

以上の定期借地権を活用した住宅供給が活発化している。  

（2）定期借地権方式についての基本的考え方  

定期借地権方式は、大都市圏においても低廉で良質な分譲住宅供給を可能とし、   

また、良質な賃貸住宅供給の可能性も有するなど住宅・宅地政策上も大きな意義を   

有する。今後、定期借地権方式の意義や将来動向を、需給両面から見極めっっ、従   

来の所有権方式との役割分担を明確にし、適切な対応をしていく必要がある。  

現在、定期借地権付住宅の供給は、市街化区域内農地や区画整理済地等の低未利   

用地における戸建分譲住宅が中心であるが、今後は都市中心部でのマンション、良   

質な賃貸住宅においても活用を図っていくことが重要である。このため、定期借地   

権方式の普及促進のための条件整備を早急に進めるとともに、公的支援のあり方に   

ついても検討する必要がある。  

（3）定期借地権方式普及のための条件整備等   

1）定期借地権設定契約書（案）等の作成8公表  

建設省では、活用の実態を踏まえ、将来発生し得るトラブルを未然に防止しつ  

つ適正な定期借地契約のあり方を検討し、平成7年4月に戸建住宅及び集合住宅  

を対象に、定期借地権設定契約書（案）等を作成・公表したところである。   

2）定期借地権に係る税制上の取扱い  

定期借地権の税制上の取扱については、国税庁から  

① 土地所有者が受け取る保証金に対する課税（所得税法）  

② 定期借地権及び定期借地権の設定された土地の相続税評価（相続税法）  

が明らかにされたところである。   
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3）定期借地権付住宅に対する住宅金融公庫の融資  

住宅金融公庫は、平成7年度より定期借地権の取得の対価として土地所有   

者に支払う一定の保証金を土地費融資の対象とすることとしたところである。  

4）公的事業主体による供給方式の検討  

住宅。都市整備公団では、平成7年度予算において「定期借地制度の活用によ   

る公団住宅供給の推進」が盛り込まれたところである。  

一方、地方住宅供給公社は、特定優良賃貸住宅の供給、地域の実情に応じた分   

譲住宅供給等多様な事業メニューにおいて定期借地権の活用を検討している。  

5）集合住宅供給等における活用方策の検討、中古住宅市場の整備について  

本研究会において調査検討を行っている。  

6）定期借地制度の円滑な普及について  

定期借地制度の円滑な普及定着を図っていくため、土地所有者、事業者等の参   

加を得て、平成6年7月に「定期借地権普及促進協議会】が設立され、積極的な   

活動が展開されている。  

7）土地所有者例の取組みについて（」Aグループ）   

JA全中。全国農協宅建流通センターでは、JAを対象とした「定期借地権対応方   

策研修会」の開催、定期借地権の契約書式の取りまとめ等を行っている。また、   

平成6年4月には「定期借地に関するJAグループの取組指針」を作成し、同年5月以   

降、定期借地JA事業方式共同開発についての研究を実施している。  

4 定期借地権の現況   

「定期借地権普及促進協議会」の会員64団体による定期借地権付住宅の供給実績  

（累計）は、平成7年3月末現在、一戸建てが206団地、1133区画、マンションが2   

団地、28戸となっている。  

l】マンシ ョ ン供給における定期借地権の活用   

定期借地権を活用したマンション供給においては  

① 定期借地権の準共有持分と建物の区分所有権を分譲する方式（以下「定期借地権   

付分譲マンション」という）  

② 賃貸事業者が定期借地権者となり定期借地上にマンションを建築し、賃貸マンシ   

ョンを供給する方式（以下「定期借地権付賃貸マンション」という）  

の2つの方式が考えられる。定期借地権付分譲マンションは低廉な価格による住宅取  

得を可能とし、定期借地権付賃貸マンションは低廉な初期費用による賃貸事業実施の  

可能性を持つ。   

以下、これらについて事業方式、問題点とその対応策について検討する。   
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1 定期借地権付分譲マンション供給における事業方式の整備  

（1）定期借地権付分譲マンションの事業方式   

1）定期借地権と建物譲渡特約付借地権  

定期借地権と建物譲渡特約付借地権については、最低期間の長さと原状回復義  

務の有無という点で大きく異なる。50年以上に亘る長期の貸地を厭わない土地所  

有者は更地で戻る定期借地権を、更地返還にこだわらず借地期間満了後の建物取  

得を望む十地所有者は建物譲渡特約付借地権を選択すると考えられる。  

土地所有者が建物取得を選択せず更地での返還を望む理由としては、主として  

取得資金調達の問題と建物取得時の建物の状態への不安が考えられる。従って、  

定期借地権の場合、期間満了時に建物が客観的に継続僅用可能と判断された場合、  

土地所有者がその選択によりユーザーの原状回復義務を免除の上無償で譲受ける  

こととすれば、新たな事業の可能性が生まれると考えられる。   

2）賃借権と地上権  

流通性という点では、自由譲渡性があり、抵当権設定が可能で融資を受けやす  

い地上権が優れていると考えられるが、土地所有者が借地人の行う譲渡、転貸、  

増改築に一定の制限を設けようとする場合には、賃借権が選択されると考えられ  

る。しかし、敷地利用権をある程度強化しても、譲受者。転貸者との問で契約条  

件等の適切な継続、最終的な原状回復の担保等が確保される限り、土地所有者と  

しても不利益は小さいと思われる。  

従って、流通性を重視すれば、地上権型又は地上権と同等の権利を有する賃借  

権型（例えば譲渡について、一定の条件が満たされれば土地所有者は承諾を与え  

るという特約による方式）とすることが考えられる。   

3）一時金の種類（賃借権の場合）及び地代支払方法（地上権の場合）  

賃借権の場合、一時金としては保証金方式と敷金方式があり、また、地上権の  

場合には、地上権設定対価の一括払いと定期払いとが考えられる。  

土地所有者の立場からは一時的な姿金を望むか定期的な収入額を重視するかに  

よって、賃借権の場合には保証金の多寡或いは敷金方式とするか、地上権の場合  

には一括払いとするか定期払いとするかが選択される。一方、ユーザーにとって  

は経済的にはローン返済額と地代額との合計額如何によると考えられるが、特に、  

賃借権によるマンションの場合、保証金返還請求権の担保として底地に抵当権を  

設定する方法には実効卜の問題があることに留意が必要である。  

（2）定期借地権付分譲マンションの諸課題   

1）借地の供給促進  

土地所有者に対して定期借地権に関する正確な情報の提供、理解の促進を図る  

と同時に、原状回復費用の確保、建物の良好な維持保全等のためのシステムや税  

制等各種制度の整備、改善、適正化が必要である。   

2）造成費の負担等  

負担区分を明確化した上で、借地人が負担した費用の期間満了時における清算   
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方法等についても明らかにする必要がある。  

3）借地期間  

高い流通性を確保し、また建物耐用年数も考慮すれば極力長期間とすることが   

望まれる。  

4）借地の開始時期、終了時期の不】致  

土地所有者が当初借地人と契約を1本化することにより、借地人による借地の   

開始。終了時期の不一致といった問題に対応することが必要である。  

5）原状回復  

原状回復義務については、期間満了以後の土地利用に支障がない範囲で明確化   

しておくことが望ましい。また、費用の確保のあり方についてはさらに検討が必   

要である。  

6）維持管理  

満了暗が定まっていることを踏まえた適切な維持管理、それを反映した適切な   

建物評価基準等が必要であり、そのための検討が必要である。  

7）定期借地権の譲渡一転貸の承諾  

賃借権については、例えば、地代支払いを一定期間怠った場合等においては十   

地所有者が譲受人の所有する専有部分を自己に帰属させるべきことを請求できる   

旨の契約条件の承諾が、新たな譲受人から得られる場合には、土地所有者は承諾   

を与えるものとし、また、承諾料は流通性を高める観点から不要とすることが考   

えられる。  

8）建物譲渡特約付借地権における建物譲渡価格  

土地所有者による建物の買取りの際の、維持管理状態を適切に反映した建物評   

価のあり方等について、今後さらに検討が必要である。  

2 定期借地権付賃貸マンション供給における事業方式の整備  

（1）定期借地権付賃貸マンションの事業方式   

1）定期借地権と建物譲渡特約付借地権  

事業者としては維持管理費用、建物評価の推移を含めた当該事業の採算性が問  

題であり、これらの観点から比較的柔軟に期間を設定できる建物譲渡特約付借地  

権を選択することが考えられる。  

一方、土地所有者は基本的に上記1（1）同様であり、50年もの長期の貸地をした  

くない場合や、賃貸マンションを低い費用で取得しようとする場合には建物譲渡  

特約付借地権が選択されると考えられる。   

2）賃借権と地上権  

事業者としては、経営的視点からの増改築等の行動に対する制約が少なく、自  

己裁量性の高い地上権方式を望み、また賃借権方式であっても、特約により地上  

権に近い権利を望むと考えられる。   

3）一時金の種類（賃借権の場合）及び地代支払方法（地上権の場合）   
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賃借棟の場合、保証金方式と敷金方式とがあり、また、地上権の場合には、一  

括払いと定期払いとが考えられる。  

土地所有者にとっては一時的な資金を望むか定期的な収入額を重視するか、と  

並んで借地人たる事業者の信用力が大きな関心事項であり、これにより賃借権の  

場合には保証金の多寡或いは敷金方式とするか、地上権の場合には一括払いとす  

るか定期払いとするかが選択される。一方、事業者にとっては資金力、資金調達  

コスト等に左右され、賃借権の場合、保証金に関する資金調達コストが高く資金  

力も脆弱な場合には敷金方式が選択されると考えられる。  

（2）定期借地権材質貸マンションの諸課題  

定期借地権付賃貸マンションについては、基本的には、定期借地権付分譲マンシ   

ョンと同様の課題があるが、借地人が事業者一人であること、一般的には資金力が   

あることから、下記についてはより柔軟な対応を行うことが考えられる。  

1）借地期間の設定   

2）借地期間の延長の可能性   

3）地代の支払方法  

暮It  定期借地権付マ ン シ ョ ンの実現可能性  

1 シミュレーションの前提条件  

シミュレ【ションについては必ずしも確立された手法がある訳ではなく、様々な前   

提条件が結果を左右する。本報告書では以下の条件を設定して、定期借地権付マンシ  

ョンの実現可能性についてシミュレションを行った。  

立地条件については、表1の通り3つのケースを想定した。地価上昇率は各ケース  

とも0％、3％、6％の3種類を設定した。  

蓑1 シミュレ叩ションの前提条件   

ケ ー ス1   ケ ー ス 2   ケ ー ス 3  
、 

立地条件  （鮎貝爵尭盈）   （凱A品0乱   

所  
在   東京都港区赤管丁目  璧硝舶棄腎丁目   

千葉県印旛郡印西町   

最寄 り 駅  
「青幽閉」駅   

千中央」   

「田犀禦菅あ駅   

専 有 面 積  70Ⅰぱ   80ポ   90Ⅰぱ   

価格  8，480万円／戸  7，270万円／戸  3，820万円／戸  
分 譲  

単価   400万円／坪   300万円／坪   140万円／坪   

価格   31。7万円／月。戸   24．2万円／月。戸   12．3万円／月。戸  
賃 貸  

単価   15，000円／月。坪   10，000円／月。坪   4，500円／月。坪   

（注）分譲単価及び賃貸単価は平成6年10月現在の周辺相場から算出   
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2 土地所有者の収支   

土地所有者の所有している土地を所有者自身がどの方式で活用すれば最も有利かを   

試算した。モデルは表2の通り5つの土地活用法を想定し、50年間事業を行った場合   

の期間終了時における事業収支の現在価値（最終時点における残存土地評価額を含む）   

により収益性を比較した。50年後はいずれのケースも更地の状態に戻すことが前提と   

なる。   

その結果、都心においては、地価の低上昇局面（0％）では定期借地権は賃貸マン   

ションを上回る収益は期待されるものの土地売却に及ばず優位性は低く、高上昇局面   

（6％）では等価交換以上の収益が期待されるが賃貸マンションには劣る結果となっ   

た。しかし、いずれのケースにおいてもその差は大きくない。   

都心周辺及び郊外では、定期借地権は地価の低上昇局面（0％）で土地売却に及ば   

ないものの、他の4つの土地活用法に対しては全てのケースで優位な結果となった。  

このように、都尤、においては収支面で優れた結果を示した賃貸マンションとの差は   

それ程大きくなく、また都心周辺及び郊外においては最も有利な事業であり、定期借   

地権は、地主にとって十分に魅力的な土地活用法であると言える。  

衰2 土地所有者の収支の現在価値（土地活用法別円地価上昇率別口立地別）  

表2－1 都心立地  

表2－2 都心周辺立地  

表2－3 郊外立地  

（注）モデル1は保証金方式   
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3 ユーザーの収支   

土地所有権付マンションとの年間支払額の差額を複利運用した場合に、どれだけの   

資産が形成されるかという視点で試算したものが表3である。土地所有権欄の金額は、   

50年後にユーザーが保有する土地の売却収入である。   

その結果、地価上昇率3％では、定期借地権のユーザーは余剰金を運用することに   

より土地所有権における保有土地以上の資産を残すことが可能となる。一方、地価の   

高上昇局面（6％）では、土地所有権は地価卜昇メリットをユーザー自身が享受でき   

るため圧倒的に有利となるが、低上昇局面（0％）では、土地所有権における将来の   

地価上昇が期待できないため、その分定期借地権の余剰金運用メリットが増大し、い   

ずれの立地においても定期借地権の優位性は飛躍的に高まる。  

このように、地価の高上昇局面を除きいずれの立地においても定期借地権が最も有   

利であるが、その享受できるメリットは地価の高い都心はど大きい。  

蓑3 50年彼のユーザーの残資産比較（居住形態別口地価上昇率別由立地別）  

衰3－1 都心立地  

表3－2 都心周辺立地  

衰3－3 郊外立地  

（注）モデル1は保証金方式   
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4 賃貸事業者の収支   

賃貸事業者が50年間賃貸マンション経営を行った場合の事業収益の現在価値を比較   

するとともに、同一土地上で分譲マンション事業を行なった場合の粗利益との比較を   

行なった（表4）。なお、分譲マンション事業の粗利益は、通常2～3年程度の事業   

期間で実現できる。これに対して、賃貸マンション事業の収益は、50年間の事業期間   

を経て実現され、その間の人件費などの管理コストが必要となる。そこで、管理コス  

トについて定量的に考慮した上での賃貸マンションの50年間の収益を現在価値に引き   

戻した数値と分譲マンションの粗利益を比較することで、事業としての優位性の判定   

を試みた。   

その結果、地価の高上昇局面（6％）を除いて、 土地に関する投資が軽減される定   

期借地権は土地所有権よりも収益性は高くなった。   

一方、短期で収益を生み出せる分譲マンション事業の粗利益との比較では、地価上   

昇率3％を基準とした場合、都心立地においては定期借地権による賃貸事業の収支が   

土地所有権付分譲事業の粗利益を大幅に上回ることから、その事業化が期待される。   

なお、地価上昇率0％とした場合、家賃上昇率0％となるため収支は悪化し、都心立   

地において、定期借地権による賃貸事業の収支が定期借地権付分譲事業の粗利益をや   

や上回るものの土地所有権付分譲マンションの粗利益には劣り、都心周辺立地、郊外   

立地においては、収支は大幅に劣る結果となった。  

蓑4 賃貸事業者の収支の現在価値（立地別8土地活用法別局地価上昇率別）  

表4－1 都心立地  

■巨篭矧若  

蓑4－2 都心周辺立地  

－●・－∵・‥ 
‖   

ト‡十二・・・．二‥三    ＝ 
衰4－3 郊外立地  

十て・二二二二三・ ・ ‥ 

（注）参考は分譲事業の粗利益（粗利益率＝20％）額を示した。   
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lV 定期借地権付住宅の供給に係る環境整備  

1 税制上の問題   

（1）定期借地権者が支出した土地造成費の取扱い  

土地造成費は、返還されないことが明らかな場合は権利金と見撤して課税される。  

また、造成後の土地を土地所有者に無償返還する突約の場合、原則造成費相当額が  

土地所有者に贈与（寄付）されたこととなり、法人借地権者においては寄付金認定  

される。このため、定期借地権設定時に、期間満了後の造成費相当分の返還につい  

て有償。無償の別を明示しておくことが望ましい。   

（2）権利金償却の可否  

償却資産を法定する税法では定期借地権を含め借地権は償却資産とされていない  

ため、権利金の償却は税法上認められていない。普通借地権は半永久的に東新され  

るものであり、税法上の償却資産には該当しないこととされていると考えられるが、  

その性質上減価していく定期借地権は償却対象とすることが合理的と考えられる。  

なお、企業会計、商法では固定資産に対する償却が求められている。   

（3）買換特例の場合の買換価格  

居住用財産の買換特例の適用を受けて定期借地権付住宅を取得する場合、保証金  

は買換資産の取得価格に含まれず、権利金との間に税制上の取扱いの差異がある。  

但し、本間題については、現在の地価動向等からみて特別控除制度により対応可能  

なケースが多いものと考えられる。   

（4）底地の評価、定期借地権の評価  

相続税の課税はその財産の時価により課税され、定期借地権の場合も時価につい  

て課税を行うこととされている。国税庁の評価通達では、原則底地価格を要地価格  

から借地権価格を控除して求めることとされているが、底地価格、借地権価格を各  

々別個の評価方法により算出する等評価のあり方の検討も必要である。   

（5）相続時における保証金の債務評価  

相続の際、債務控除できる保証金の額は全額でなく、保証金の額に定期借地期間  

残年数に応じて年6％の複利現価率を乗じた額とされているため、その債務評価に  

ついて適切な見直しが必要であるとの指摘がある。この場合、将来の運用リスクの  

適切な評価方法の検討が必要となる。   

（6）地上権■地代一括払い方式の場合の固定資産税の納税義務者の変更  

固定資産税の納税義務者は、現行100年以上の地上権の場合にのみ地上権者とな  

るが、地上権のように土地登記により権利者が明確なものは権利者に対する課税が  

合理的である。このため、少なくとも50年以上の地上権については、地上権者を納  

税義務者とし、これを土地の登記により把捉することが合理的である。   

（7）建物償却期間と借地期間との調整  

契約期間が建物の耐用年数より短い場合、耐用年数期間中に建物を取壊すことと  

なるため、借地期間を建物償却期間と同じ60年以上と定めるのが合理的である。ま   
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た、期間の延長や再契約の取扱いについてさらに検討する必要がある。  

2 建物維持管理の問題   

マンションにおいては区分所有者による建物の適正な維持管理が重要であるが、定  

期借地権付マンションでは、期間満了暗が原則として定まっており満了暗が近づくと   

維持管理が適正に行われなくなる可能性があること、従来の普通借地と異なり確実に   

土地が返還される定期借地権においては土地所有者も土地利用。建物維持管理に対す   

る関心が高く、土地所有者による建物買取の場合には適切な維持管理の継続が建物取   

壊債務の免除等の形で直接区分所有者に影響すること等土地所有権付マンションとは   

別の観点からもその重要性が高い。  

（1）適切な維持管理の実施に対するインセンティブの付与について  

定期借地権の場合、期間満了直前の建物の維持管理状態によって土地所有者の選   

択により建物を取壊さずに借地人の建物取壊債務額と建物評価額との相殺を可能と   

することで、借地人に良好な維持管理のインセンティブを与えることができる。但  

し、あらかじめ期間満了の数年前に選択が行われる必要があるため、その旨を契約   

等で明示しておくことが望ましい。  

建物譲渡特約付借地権の場合は、期間満了時の土地所有者の買取価格に維持管理   

状態が反映されれば維持管理のインセンティブが働くことから、維持管理状態を適   

正に反映させる価格査定の仕組みが必要である。  

（2）維持管理体制の整備について  

期間満了前における適切な維持管理の実施の促進のためには、当初時点において   

周期50年以上の長期維持管理計画を作成し、期間満了時においてあるべき管理状態   

を定めておくことが効果的である。この場合、期間満了の一定期間前において長期   

修繕計画を改定することが必要である。また、長期修繕計画の改定内容に合わせて、   

修繕積立金の徴収額の見直しが必要である。なお、修繕計画の策定促進のためには  

マニュアル等を提示することが必要である。  

（3）コーポラティブ方式の活用  

購入予定者を募集し、応募者の希望を反映した建設計画を立てて着工するコーポ  

ラティブ方式が有効であるとの指摘がある。同方式のメリットは、イ）ディベロッパ   

ー経費、販売経費の削減によるコストダウン、ロ）設計者とエンドユーザーが直結さ   

れ自由度の高い設計が可能となること等にあるが、建物に対する関心が高い区分所  

有者の参加の得られる方式として活用が期待される。  

3 融資制度の充実   

州 融資制度の現状  

住宅金融公庫においては、従来、保証金を融資対象としていなかったが、建物取   

壊し等の費用に充当する目的で定期借地権設定時に保証金としてある程度まとまっ   

た金額を授受する場合が多くみられること等から、平成7年度より定期借地権設定   

に際し借地人が土地所有者に対して支払う保証金のうち、一定の保証金について土   
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地費融資の対象とすることとされた。  

転貸方式についても、土地所有者が多くの借地人と契約関係に入ることを避ける   

ことができる等のメリットが認められるため、転借人の権利保護及び債権保全の観   

点を踏まえ、当面、地方住宅供給公社を対象に融資が検討されている。  

民間金融機関では、建設資金及び保証金を対象とした融資事例が増えているが、   

イ）現状では定期借地権付住宅の流通市場が形成されていないこと、ロ）定期借地権の   

価値が契約期間に応じて減価していくこと、ハ）保証金返還請求権を質入れしても完   

全に保全することが困難であること等の問題点が指摘されており、今後ともこれら   

の点についての検討が必要である。  

（2）普及に向けた融資のあり方について  

保証金への融資については、戸建住宅の場合には一定額の保証金が支払われてい   

るケースが多いという実態、保証金が地代不払い、原状回復費用等の担保として一   

定の有用性が認められることから、保証金に対する融資の一層の充実が必要である   

という指摘がある。一方、保証金の融資にこだわるのではなく、むしろ建物の評価   

額が高くなるように良質な建物を建設し、建物融資額の増額を誘導していくことが   

望ましいとの指摘もあり、適切な債権保全を含め定期借地権付住宅がより望ましい   

方向に発展していくための検討が必要である。  

∨ 定期借地権付マンショ ンの普及促進に向Iブて  

1 定期借地権付マンションの普及イメージ  

土地所有者。ユーザー双方にとっての収支的な観点を含めた定期借地権付マンショ  

ン供給の立地別の可能性は以下の通りである。   

（定期借地権付分譲マンション）  

都心立地では、収支面では土地所有者自身による賃貸マンション経営が優れている   

が、定期借地権付分譲マンションとの差はそれはど大きなものではなく、また、定期   

借地権付分譲マンションの場合には賃貸マンションで不可避の空室リスク等がないこ   

とを勘案すれば、十分に魅力的な土地活用法となり得る。都心周辺立地では、収支的   

にも土地所有者、ユーザー双方にとって十分有利であり、また、郊外立地においても、   

土地所有権付分譲マンションと比較して低廉であれば有効な手法となる。従って、今   

回検討したいずれの立地においても定期借地権付分譲マンションは十分に普及し得る  

ものと考えられる。  

（定期借地権付賃貸マンション）  

都心地域においては収支面からみて、また、定期借地権付分譲マンションや土地所   

有権付分譲マンションの供給事業の粗利益との比較においても優れており、相当程度  

魅力のあるものと考えられる。   
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2 憩定される定期借地権付マンションの事業方式  

これまでの検討を踏まえ、想定される事業方式のモデルを示すと表5の通りである。  

表5 想定される定期借地権付マンションの事業方式  

事 業 方 式   定期借地権 （※1）   

借 地 期 間   60年以上 （※2）   

権 利 方 式   地上権又は賃借権   

時  金   権利金、敷金 （※3）   

地代支払方法   一括払い又は定期払い   

原則不可  中 途 解 約   

（※仁）定期借地権か建物譲渡特約付借地権かば土地所有者の選択によるが、特に定  

期借地権付賃貸マンションの場合には建物譲渡特約付借地権も想定される。  

（※2‾）借地借家法においては、定期借地期間は50年以上であるが、流通性、建物  

の耐用年数等を考慮すればより長い借地期間とすることが考えられる。  

（※3）一時金は、戸建住宅同様、保証金を活用する事例も想定されるが、集合住宅  

であるマンションの場合は、保証金が果たす担保的機能を、建物取壊し、原状回復、  

地代の担保等の種類毎に個別に区別して、「建物取壊費用」又は「敷金」としたり、  

権利関係が簡便な権利金方式の採用も想定される。  

3 今後検討を要する課題   

2で提示した事業方式による定期借地権付マンションの供給促進に当たっては、引   

き続き以下のような点についての検討が必要となる。  

州 建物維持管理■取壊しに係るサポートシステム構築の必要性  

預託機関の設立と監視システム等建物の適正な維持管理、取壊しに係る費用を確   

保するためのシステムの構築が必要である。  

（2）流通市場の整備等のための適正な建物評価  

中古定期借地権付住宅の流通の円滑化、流通市場の形成等に向けて、適正な価格   

評価方法の開発等について検討が必要である。  

（3）高品質住宅の普及  

長期間に亘り機能性、快適性、安全性などを保持できる高品質な建物の普及のリ   

ーダー的役割を果たすことが望まれる。  

（4）円滑な事業運営のための人材育成等  

定期借地権付マンション事業の設計から取壊しまでの長期計画を企画。コンサル   

ティングできるプランナー等の養成サポートシステムや定期借地権付住宅に関する   

客観的な情報提供機能やコンサルティング機能の充実が必要である。   

kunugi
長方形



（5）定期借地権の発展的活用について  

定期借地権は、市街地再開発事業など街づくり事業、不動産特定共同事業におい   

ても活用の可能性を有しており、良好な街並み形成等の視点からより広範な活用可   

能性の検討が必要である。  

（6）国公有地における活用  

定期借地権付マンションの普及促進を図るためには、国公有地における遊休地の   

活用などが必要である。  

（7）災害費生時における対応  

災害により建物が滅失等した場合など不測の事態が生じた場合の土地所有者。ユ   

ーザー双方の経済的損失への保険システムの検討が必要である。  

また、震災等による被害の復旧方策としても、定期借地権を活用したマンション   

建替手法について今後も検討を深めていくことが必要である。  

さ い ご に   

定期借地権がどこまで普及するかは、本制度が、土地の供給者たる土地所有者と、定  

期借地権付マンションを購入するユーザーの双方にとってメリットのある制度である必  

要がある。   

前述の通り、土地所有者の立場に立てば、定期借地権は郊外においては限られた事業  

手法の中で最も安定した事業として位置づけられるが、都心では、他に代替となり、或  

いはより有利になる事業手法が存在するため、常に他の事業手法との比較考量の上で、  

当該土地所有者の事業の目的によって、適宜選択がなされるものと思われる。   

一方、ユーザーにとっては、いずれの立地においても定期借地権が有利であるとの結  

果を得たが、ユーザーが享受できるメリットは立地により大きな格差があり、都心ほど  

大きく、郊外においては差が少なくなる。例えば、地価上昇率3％の場合、都心の土地  

所有権のユーザーの年間支払額は、当初5年間640万円前後であるのに対し定期借地権  

は360万円前後と、その差は280万円となる。しかし、郊外では土地所有権の290万円  

に対し、定期借地権は230万円と、両者の率離は60万円にすぎない。わが国においては  

土地に対する思い入れが非常に深いことを勘案すれば、ユーザーが年間60万円の節約の  

ために、郊外で土地所有権を放棄して定期借地権を選択するか否かは、微妙な判断とな  

ろう。   

賃貸事業者による定期借地権を活用した賃貸事業については、土地に関する投資が軽  

減される定期借地権は土地所有権よりも収益性は高くなる。短期で収益を生み出せる分  

譲マンション事業の粗利益との比較でも、地価L昇率3％を基準とした場合、都心立地  

において定期借地権付賃貸事業の収支が土地所有権付分譲事業の粗利益を大幅に上回る  

ことから、その事業化が期待される。   

このようにシミュレーションからは、定期借地権付マンションは、都心、都心周辺、  

郊外のいずれの立地においても収支面で十分魅力あるものという結果が得られた。今後   
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は定期借地権付マンションの供給に向けて、土地造成費の取扱い、権利金の償却、固定  

資産税の納税義務者の変更等の税制上の問題や融資制度の充実、さらには適切な維持管  

理実施に対するインセンティブの付与、維持管理体制の整備等について検討を行ってい  

く必要がある。   

また、現状では、定期借地権は住宅市場において価格面でのメリットを強調されがち  

であるが、単純に価格を下げることを目的とせずに、長期的に機能性、快適性、安全性  

などを保持できる高品質な建物の普及のリーダー的役割を果たすことが望まれる。その  

ためには、マンション取得費用のうち土地費用負担が減った分については、専有面積の  

アップや建物品質の向上につなげていくよう、具体的に指針を示す必要がある。  

あいかわ  ゆう じ  

土地総合研究所研究員  

（愛川研究員は6月末日付けで、（紳士地総合研究所研究員を離任している。）   
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